
1/10 

○山陽小野田市労働会館条例施行規則 

平成１７年３月２２日 

規則第１２２号 

改正 平成１９年１０月１日規則第３９号 

平成２４年３月３０日規則第２３号 

平成２９年３月１４日規則第８号 

令和４年２月３日規則第６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、山陽小野田市労働会館条例（平成１７年山陽小野田市条

例第１３４号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定める

ものとする。 

（休館日） 

第２条 山陽小野田市労働会館（以下「労働会館」という。）の休館日は、１

月１日から同月３日まで及び１２月２９日から同月３１日までとする。ただ

し、市長が必要と認めるときは、休館日に臨時に開館し、又は臨時に休館日

を定めることができる。 

（開館時間） 

第３条 労働会館の開館時間は、午前９時から午後１０時までとする。ただし、

市長が必要と認めるときは、これを変更することができる。 

（指定管理者に管理を行わせる場合の休館日等） 

第３条の２ 条例第１２条の規定により指定管理者に労働会館の管理を行わせ

る場合は、第２条及び第３条の規定にかかわらず、当該指定管理者は必要が

あると認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、労働会館の休館日及び

開館時間を変更することができる。 

（使用の申請等） 

第４条 条例第４条第１項の規定により労働会館を使用し、又はその許可を受

けた事項を変更しようとする者は、使用開始予定日又は変更開始予定日（以

下「使用開始等予定日」という。）前７日までに、労働会館施設使用（変更）

許可申請書（様式第１号。以下「使用許可等申請書」という。）を市長に提
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出しなければならない。ただし、市長が特に認めた場合は、この限りでない。 

２ 使用許可等申請書は、使用開始等予定日前１か月まではこれを受理しない。

ただし、市長が特に認めた場合は、この限りでない。 

（使用許可書の交付） 

第５条 市長は、使用許可等申請書の提出があった場合において、使用を許可

したときは、労働会館施設使用（変更）許可書（様式第２号）を交付するも

のとする。 

（使用の取消し） 

第６条 条例第４条第１項の規定による使用許可を受けた者が、当該使用を取

り消そうとするときは、労働会館使用取消届出書（様式第３号）を市長に提

出しなければならない。 

（使用料の減免） 

第７条 条例第５条第２項の規定による使用料の減免の範囲は、次のとおりと

する。 

(1) 市が使用するとき 全額免除 

(2) 市と共催して使用するとき 全額免除 

(3) 市の後援で使用するとき ２分の１減額 

(4) 前３号に定めるもののほか、市長が公益上必要と認めるとき 全額免除

又は２分の１減額 

（使用料の後納又は減免申請） 

第８条 条例第５条第２項の規定による使用料の後納又は減免の適用を受けよ

うとする者は、労働会館施設使用料減免（後納）申請書（様式第４号）を市

長に提出しなければならない。ただし、市長がその必要がないと認めた場合

は、この限りでない。 

（使用料の還付） 

第９条 条例第６条の規定による使用料の還付の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 災害その他使用者の責めによらない理由により使用不能となったとき 

全額 

(2) 使用開始予定日前５日までに使用の取消しを申し出たとき 全額 
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(3) 管理上の都合により使用許可を取り消したとき 全額 

（使用料の還付申請） 

第１０条 条例第６条の規定による使用料の還付を受けようとする者は、労働

会館使用料還付申請書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。た

だし、市長がその必要がないと認めた場合は、この限りでない。 

（指定管理者に管理を行わせる場合の読替規定） 

第１０条の２ 条例第１２条の規定により指定管理者に労働会館の管理を行わ

せる場合にあっては、第４条、第５条及び第６条の規定の適用については、

これらの規定中「市長」とあるのは、「指定管理者」とする。 

（遵守事項） 

第１１条 労働会館を使用する者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

(1) 許可しない施設、設備又は器具を利用しないこと。 

(2) 所定の場所以外では火気を使用しないこと。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、管理上必要な指示に従うこと。 

（雑則） 

第１２条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年３月２２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の小野田市労働会館条例施行規

則（昭和５６年小野田市規則第７号）の規定によりなされた処分、手続その

他の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成１９年１０月１日規則第３９号） 

この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第２３号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月１４日規則第８号） 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 



4/10 

附 則（令和４年２月３日規則第６号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

 


